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2K18 事業戦略ツールとしての 標準化 

0 横田 真 ( 経 産省 ) , 吉川 治 ( 島津製作所 ) 

]. はじめに このような疑念を 抱いている企業では・ 策定された標準 

]995 年の WTO/TBT 協定の批准によ ザ ) 、 国内標準 に従 う という受動的な 姿勢であ ると同時に、 標準化をボラ 

が 国際標準に基づくことが 要請されるようになった。 その ンティア活動と 位置付けている。 そのため、 こういった企 

結果、 国際標準化活動はグローバル な 商取引と産業 競 業の標準化担当者は 自社内で標準化活動に 理解を得る 

手力の確保に 大きな 影番 力を持つに至った。 現在政府内 ことが困難な 構造になっている。 そこで、 このような疑問 

では国際標準化活動の 重要性が広く 共有され、 様々な 政 を持つ企業経営者や 事業戦略スタ、 ソフに対し、 明瞭な 解 

策 に反映されている。 一方、 産業界にあ っては、 まだ国際 を提示することが 求められている。 

標準化の重要性の 認識が十分に 共有されておらず、 多く この論点は、 「 980 年代に盛んに 論じられた競争戦略 

の 企業内での標準化活動は、 事業戦略とは 乖離した旧 論に基づいた 立場を企業が 取りっづけていることに 端を 

来の姿に止まっていることが 多い。 発している。 企業が利益を 上げるには、 ライバル企業、 潜 

このような状況下において、 我が国の基準認証政策の 在的ライバル ( 新規参入者、 代替品 ) 、 供給業者、 黄 い 手、 

ミッションの 一 つは 、 企業の経営者層や 事業戦略スタッフ から構成される 外部環境下で、 これら 5 つのプレイヤー か 

における標準化の 意 俺と 価値の共有であ り、 その結果と ら利益が収奪されにくい 地位に身を置くことで 競争優位を 

して企業の利益に 結びつく戦略的な 標準化活動の 推進 確立できるとし、 そうしたポジショニンバは、 コスト・リーダ 

であ る。 一 シップ か 差別化のいずれか 一方に軸足をおくことが 必 

そこで、 2003 年から経済産業省でほ 標準化経済性研 要とされた。 競争優位を持続させるためには、 クローズド 

究会を継続し、 企業戦略に標準化活動をどのように 組み 戦略によって、 他社による模倣や 反撃をかわすことが 有 

入れて行くべきか 等検討を加えてきた。 昨年度の本学会 効 と理解されている ") 。 

で企業の競争戦略に 係る基準認証政策の 課題を始め、 1  標準化活動 は 、 それ自体可能な 範囲で自社技術を 開 

2 本の研究発表を 行 う とともに、 経済産業省、 日本経団連 示し、 競合他社と協力して 市場を形成していく 過程の活 

共催のシンポジウムを 開催し、 この活動成果の 公表を行 動であ る。 その中では企業にはオープン 戦略の採用が 求 

ってきた。 今回の発表も 一連の成果公表の 一部であ る。 められる。 従ってクローズド 戦略を基本的な 競争戦略とし 

て採用している 従来型の企業経営者の 考えとは相容れ 

2. 多くの企業における 標準化の位置付け ない点があ り、 標準化活動に 関する企業の 危惧となり 顕 

多くの企業 は 標準化活動に 対して以下の 疑問点を持っ 在化していると 考えられる。 

ており、 標準化活動のインサイダーとしての 参画を跨賭 一方、 標準化活動 に 理解を示し積極的に 推進している 

する原因となっている。 すな ね ち、 企業でも、 誤った理解に 基づいた場合があ る。 それは、 

「自社技術の 国際標準化が 世界市場の支配に 直結する」 

(]) 標準化過程で 自社技術が漏洩する と し ち 文章や「標準を 獲得した者がすべてを 獲得する」 ") 

(2) 標準化に貢献してこなかった 企業も利益を 得る と しづ文章が、 深耕することなく 自明のものとして 標準化 

(3) 知的財産権 の放棄を強要されるおそれがあ る の 価値の説明に f いられてきていることによる。 自社 技 

(4) 標準 ィヒ の結果、 各社の製品は 均質化し差別化しにく 術の国際標準化が 世界市場の支配に 直結すると信じた 

くなる 上 での行動として、 個別の国際標準化活動においても、 

(5) 標準化の結果、 参入が容易になり 競争が激化する 国際標準の成立そのものを 目標とした活動が 数多く見受 

けられる。 これらから派生し、 「戦略的な標準化活動Ⅰとは、 
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標準化活功過程を 戦略的に実施することであ るという認 

識が広く共有されており、 その方向に沿った 努力を組織 
的に推進している 企業も少なからず 存在している。 

(2) 第三世代携帯電話卒業 ( デジュール ) 

(3) 自動車車載電子制御システム ( コンソーシアム ) 

これらの調査結果に 関しては、 本学会でも発表される。 

        Ⅰ 鎧寒 " ぢ ゆ 沸 
          二 ・ 嶽 --@ ・ 盤ヌ、 ・ ; " 迅 ", 露                                                                             
    
榛準化                     

    

              棚拳 ，程を構 略柑ぬ                           
          

自社 技億 

なお、 ここで言 う 標準化の属性は、 

dl) iSo 掴際 標準化機構 ) 、 IEC( 国際電気標準会議 ) 

やⅠ TU 一 T( 国際電気通信連合電気通信標準化部 

門 ) 、 JIS( 日本工業規格 ) のような標準化機関で 策 

足 される デ ジュール標準 

(2) 単独の企業の 製品が市場において 圧倒的な競争力 
を具えていることにより、 事実上の標準となっている 

デファクト標準 

(3) 大半の主要な 業界企業が自主的に 集まり策定した 
図 ] 従来の定義の 戦略的な標準化活動 フォーラム標準 

(4) 複数の企業群が 事実上の標準化を 競うコンソーシ 
3. 標準化経済性研究会検討の 進展 アム標準 

我が国では、 これまで標準化に 関するシンポジウム。 ) を 包括している。 なお、 ここで言う フ オーラム、 コンソー 

が 継続的に開催されているものの、 標準化活動の 意義と 、 ン 7 ムの定義は公正取引委員会報告 6) によるものとす 

価値を深耕した 例は散発的であ った。 る。 

このような状況をフレーウスルーするために、 2003 年 企業の事業推進者 ( 事業部長等 ) に対して，自社事業 

9 月に、 当分野の研究の 中核的機能を 担う組 籠 として「 標 の中にどのように 標準化活動を 組み込んでいるかを 伺 う 
準 七経済性研究会」を 設けた。 計五経済学、 産業組織論、 ことを目的としたインタビューを 企画したが、 一般に、 企業 

環境経済学などの 経済学者、 戦略経営論、 競争戦略論、 は自社の事業戦略の 開示には大きな 抵抗があ る。 そこで、 

戦略提携論などの 経営学者、 戦略的に活動している 産業 あ らかじめ以下のルールを 明らかにし、 そのルールの 下 
界代表及び高い 知見を持つ関係者によって 構成した 研 でのインタビューをお 願いした。 

究 会であ る。 

2004 年度の標準化経済性研究会活動では、 企業の (1) インタビューは、 調査担当の研究者及び 経済産業 
競争戦略と標準化の 関係を、 企業経営者や 事業戦略 ス 当職員、 シンクタンク 研究員が担当する。 

かノブ に分かりやすく 紹介する目的で、 自社技術を利益に (2) インタビュ一に 際しては、 研究者側が議事録を 作成 

転化する活動として 行なわれた標準化活動を 組み込んだ し、 企業側に提示する。 

事例を選び、 当該の企業にインタビューを 行った。 さらに (3) 企業内で 査読 いただき、 議事録中の誤りを 訂正して 
インタビュー 結果を元に解析を 行い、 標準化が競争戦略 いただくとともに、 開示不可能な 部分を削除してい 

の中にどのように 組み込まれているか、 また、 技術を利 ただく。 

益に転化させる 際に標準化活動がどのように 寄与してい (4) 企業の査読を 受けた議事録を 元に 、 更に抽象 度を 
るかを明らかにすることを 試みた 5, 。 上げる加工をした 上で、 公表内容とする。 

対象事業は標準化経済性研究会委員の 経済学者及び (5) 公表前に、 公表内容を企業に 確認していただく。 

経営学者がチームを 作り、 調査にふさわしい 事業として 
選定していただくとともに 調 査活動を担当していただいた。 また、 対象とした事業に 携わっている 企業は比較的 大 
選定された事業は 以下の通りであ る。 企業が多いこともあ り、 日本経団連からインタビュー 依頼 

をしていただいた。 

(]) DVD を中心とした 光ディスク事業 ( フ オーラム ) インタビュー 結果を元に競争戦路上の 解析を加えた 内 

一 1033 一 



容き 、 企業経営者やき 業 戦略 スかノブ に共有していただく 

目的で、 経団連会館において 経済産業省と 日本経団連 

が共催した「事業戦略と 標準化シンポジウムⅠで 世に問う 

た 7) 。 このシンポジウムの 主題は標準化であ るが、 日本 

で 初めて事業の 視点で標準化を 論じたシンポジウムとな 

った。 

今後もこの活動を 継続すべく、 2005 年度も標準化経 

済性研究会は 継続している。 2005 年度活動では、 競争 

戦略と標準化の 関係を明らかにする 目的での事例研究 

に加え、 政策として標準化はど う あ るべきか検討すべく、 

環境と標準化、 研究開発と標準化等の 研究も開始したと 

ころであ る。 2005 年度の事例研究テーマ は 以下のとお 

りであ る。 なお、 本年度の研究成果の 一部は、 本学会で 

発表の予定であ る。 

(l) DVD 関連機器等における 標準化戦略に 関する研究 

( フォーラム ) 

(2) すり合わせ型電子部品の 標準化による 世界市場戦 

略 ( チ ジュール、 コンソーシアム ) 

(3) 素材産業における 標準化戦略に 関する研究 ( チ ジュ 

ール、 チ ファクト ) 

(4) QR コードにみる チ ジュール標準策定者が 得られる 

価値と意義 ( デジュール ) 

(5) 自動車産業と 標準化戦略について ( コンソーシアム ) 

(6) サービス産業における 標準化戦略について ( 子 ジュ 

一ル 、 フオ - ラム ) 
    シ
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図 2 2005 年度標準化経済性研究会 

4. 事例研究から 顕在化した標準化の 意義と価値 

昨年度の標準化経済性研究会では、 卒業と標準化の 

関係を以下のように 整理し、 昨年度の本学会において 発 

表した 8) 。 

(1) ネットワーク 性を具えた 財や サービスの標準化活動 

では、 急速に市場大きくする 効果があ る。 

(2) 標準化の結果、 新製品が発売され 市場が形成され 

た場合には、 社会的厚生が 増加し、 その利便性を 

享受できる個々の 消費者も消費者余剰の 思恵を受 

ける。 

(3) ト一タルとしての 生産者余剰は 増加するものの、 必 

ずしも個々の 生産者が利益を 得る訳ではなく、 利益 

を確保するには 的確な競争戦略の 立案や着実な 遂 

行 が不可欠であ る。 

上述したインタビュ 一の結果、 競争戦略に組み 込む際 

の標準化に係る 競争戦略は以下のようにまとめることが 

可能ではないかという 仮説を持つに 至った。 

(1) 知的財産戦略 : 必須特許の標準内への 組み込み、 

あ るいは標準外であ るが製品構成には 不可欠な知 

的財産権 等により、 パテントフィ 一で利益を得る 戦 

略。 

(2) 標準大チファクトスタンダード 戦略 : 標準策定過程で 

自社のパラメータを テ ファクトスタンダード 化 ( 先行 

例化 ) してしまうことで、 標準成立と同時に 他社に先 

駆け上市し、 他社より早く 生産規模を拡大し 原価低 

減を図り、 コストリーダーシップを 獲得する戦略。 す 

り 合わせ部品や 垂直互換 品 、 補完品を製造する 他 

社とのアライアンスにより、 両者の部品を 同時に チ 

ファクトスタンダード 化することでより 強力に競合者 

排除が目論める。 

技術開発のスピードが 速い 枯報 通信機器では、 特許 

の権 利化を待っていては 技術が陳腐化しまうことがあ る 

ため、 もっぱら (2) が先行企業の 戦略目標になっており、 

かつ利益を上げている 企業もこの / 約一 ンが 多い。 

標準化の結果各社の 商品は均質化し、 参入が容易に 
なるとともに 価格競争が激化した 際の競争戦略は 、 次の 

ようなものが 考えられる。 
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(3) ブランド戦略当該事業における 自社の知名度によ 

り他社からの 差別化を図る 戦略。 

(4) 周辺・補完事業戦略 : 標準化した製品とともに 使用さ 

れる、 周辺製品・補完製品の 販売やそれらのパテン 

トフィ一で利益を 得る戦略。 あ るいは当該製品及び 

その周辺・補完製品の 検査機器、 製造設備の販売 

で利益を得る 戦略。 

(5) 部品の標準化戦略 : 標準化された 製品に使用され 

る特定部品をプラックボックス 化し、 かつ チ ファクト 

標準化し、 すべての市場参入者に 販売して利益を 

得る戦略。 

(6) 派生事業戦略当該事業から 派生した事業により 利 

益を得る戦略。 

これらをまとめると、 他の戦略、 ソールと並列に、 標準化 

は自社技術を 利益に転化していくノール と 捉えることがで 

きるが、 他の戦略ツールは 直接的に技術を 利益に転化 

するのに対し、 標準化は市場を 大きくすることで 将来得る 

ことのできる 利益を拡大する 機能があ ると考えられる。 

キヤ ツシュフロー 黒字化 

転化するための 事業戦略の視点で 捉えると、 標準化活動 

は今後ますます 重要性を増していくと 考えられる。 企業経 

営者や事業戦略 スかノブ に対し、 具体的で分かりやすい 

事例研究の手法により 広く標準化活動の 意義と価値を 正 

しく共有していただくことで、 我が国産業競争力の 強化に 

資することが 可能となろう。 
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図 3  卒業戦略に組み 込んだ標準化 html 

Ⅰ 0  )  たとえば E  U  RA  S  (The  European  Academy  for 

4. 結論 Standardizatio": 欧州標準化学会 ) 

産業界においても、 事業戦略と標準化の 関係に関して h 甘 py/wwww.eurtas.0 ァが publicat@on.htm 

検討を始め、 平成 ]6 年 ] 月に・日本経団連が 国際標準 

化を戦略的に 推進すべきとしづ 内容の提言 毒 9) を発表し 

ている。 しかし欧米では 数千に及 ぷ 標準化に関する 論文 

が発表されており 10) 、 知識の蓄積鼻には 相当の差があ 

るものと考えられる。 

技術立国を標 模 する我が国においては、 技術を利益に 
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